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（４）連結剰余金計算書

　　（資本剰余金の部）

１．資本剰余金期首残高

２．資本剰余金増加高

３．資本剰余金減少高

４．資本剰余金期末残高

　　（利益剰余金の部）

１．利益剰余金期首残高

２．利益剰余金増加高

　　　　　　　当期剰余金

３．利益剰余金減少高

　　　　　　　配　当　金

４．利益剰余金期末残高

1,386,666

－

－

1,386,666

11,998,003,334

456,350,896

456,350,896

139,762,748

139,762,748

12,314,591,482

科　　　目 前　年　度

1,386,666

－

－

1,386,666

12,314,591,482

336,307,780

336,307,780

176,896,980

176,896,980

12,474,002,282

本　年　度

基準日　　前年度2012年3月1日から2013年2月28日まで
本年度2013年3月1日から2014年2月28日まで

（単位：円）

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

事業収益

経常利益

資産の額

（５）リスク管理債権の状況
　連結によるリスク管理債権額の変更はありません。（50ページ参照）

（６）事業別の収益等

前　年　度 本　年　度

1,826

652

215,466

712

201

416

2,516

△ 117

1,916

1,301

△ 268

4,834

6,355

468

222,633

（注）連結事業収益は、銀行等の連結経常収益に相当するものです。

信用事業

共済事業

農業関連事業

その他事業

計

（単位：百万円）

1,887

759

207,561

738

210

347

2,569

△ 117

2,287

1,539

△ 216

4,422

6,733

636

214,618

（注）1．2006年（平成18年）３月28日金融庁・農林水産省告示第２号「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」に定められた算式に
基づき算出しています。

2．当グループは、信用リスク・アセットの算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オ
ペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

3．当グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

項　　　　目

出資金

（うち後配出資金）

回転出資金

資本準備金

利益準備金

処分未済持分

子会社の所有する親組合出資金

その他有価証券の評価差損

新株予約権

連結子法人等の少数株主持分

営業権相当額

連結調整勘定相当額

のれん相当額

企業結合により計上される無形固定資産相当額

証券化取引により増加した自己資本に相当する額

基本的項目　　　　　　　　　（A）

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額

一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

補完的項目不算入額

補完的項目　　　　　　　　 　（B）

　自己資本総額　　　（C）＝（A）＋（B）　　　

他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控除項目不算入額

控除項目計　　　　　　　　　（D）

自己資本額　　　　（E）＝（C）－（D）

資産（オン・バランス）項目

オフ・バランス取引等項目

オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額

リスク・アセット等計　　　　　　（F）

基本的項目比率　　　　 （A）／（F）

連結自己資本比率　　　 （E）／（F）

1,847

（－）

－

1

12,137

△3

－

－

－

－

－

－

－

－

－

13,983

－

162

－

－

162

14,145

－

－

－

14,145

64,886

－

5,901

70,787

19.75%

19.98%

1,834

（－）

－

1

12,333

△4

－

－

－

－

－

－

－

－

－

14,164

－

150

－

－

150

14,315

－

－

－

14,315

66,796

－

5,670

72,466

19.54%

19.75%

（単位：百万円）

前　年　度 本　年　度

　以下で使用している用語については、59ページをご参照ください。
（１）連結自己資本の状況
①自己資本調達手段等
■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当グループは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を正確に算出し、当グループが抱える信用
リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図
るとともに、財務基盤強化のため内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。
■自己資本調達手段の概要
　当グループでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、
財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。当グループの自己資本は、組合員からの
出資による資本調達額（1,834百万円）、毎事業年度の剰余金からの内部留保等により調達していま
す。その結果、2014年（平成26年）２月末における自己資本比率は、19.75%となりました。
②自己資本の構成に関する事項

連結自己資本の充実の状況
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（２）自己資本の充実度に関する事項
①信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

（注）1．「エクスポージャー」の区分は告示の項目に沿い表示しています。
2．「３月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金

融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
3．「上記以外」には、現金、中小企業等及び個人向け貸出金のうち小口分散基準に該当しない貸出金、その他の資産（固定資産等）が含まれます。
4．オペレーショナル・リスク相当額の算出は、基礎的手法を採用しています。
　　〈オペレーショナル・リスク相当額を 8％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉
　　　　　　粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％　

÷8％
　　　　　　　直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

区　分
前　年　度 本　年　度

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額 
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額 
ｂ＝ａ×４％

我が国の中央政府 
及び中央銀行向け 6,951 − − 7,396 − −

我が国の地方 
公共団体向け 5,361 − − 4,844 − −

地方公共団体金融機構向け − − − − − −
我が国の政府関係機関向け 300 10 0 401 20 0

地方三公社向け 1,594 2 0 − − −
金融機関及び第一種

金融商品取引業者向け 150,946 34,703 1,388 150,946 34,703 1,388

法人等向け 2,205 1,595 63 1,626 1,153 46
中小企業等及び 

個人向け 2,129 1,055 42 2,422 1,236 49

抵当権付住宅ローン 14,416 4,930 197 14,824 5,055 202
不動産取得等事業向け 3,894 3,744 149 4,080 3,929 157

３月以上延滞等 101 87 3 108 104 4
信用保証協会等保証付 7,331 725 29 7,353 726 29

共済約款貸付 14 − − 17 − −
出資等 6,491 6,491 259 6,605 6,605 264

複数の資産を裏付とする 
資産（所謂ファンド）のうち、 

個々の資産の把握が 
困難な資産

− − − − − −

証券化 − − − − − −
上記以外 13,109 11,541 461 12,968 11,443 457
合　計 214,849 64,886 2,595 222,683 66,796 2,671

オペレーショナル・リスクに
対する所要自己資本の額 

〈基礎的手法〉

オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額 

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額 

ａ

所要自己資本額 
ｂ＝ａ×４％

5,901 236 5,670 226

所要自己資本額計

リスク・アセット等 
（分母）計 

a

所要自己資本額 
ｂ＝a×４％

リスク・アセット等 
（分母）計 

a

所要自己資本額 
ｂ＝a×４％

70,787 2,831 72,466 2,898
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（２）自己資本の充実度に関する事項
①信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

（注）1．「エクスポージャー」の区分は告示の項目に沿い表示しています。
2．「３月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金

融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
3．「上記以外」には、現金、中小企業等及び個人向け貸出金のうち小口分散基準に該当しない貸出金、その他の資産（固定資産等）が含まれます。
4．オペレーショナル・リスク相当額の算出は、基礎的手法を採用しています。
　　〈オペレーショナル・リスク相当額を 8％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉
　　　　　　粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％　

÷8％
　　　　　　　直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

　（イ）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・

スコアは、以下のとおりです。

株式会社格付投資情報センター（R＆I）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

適　格　格　付　機　関

金融機関向けエクスポージャー

法人等向けエクスポージャー（長期）

法人等向けエクスポージャー（短期）

R＆I、Moody’s、JCR、S&P、Fitch

R＆I、Moody’s、JCR、S&P、Fitch

日本貿易保険

適格格付機関エクスポージャー カントリー・リスク・スコア

（３）信用リスクに関する事項
①標準的手法に関する事項
　連結グループの信用リスク管理は、子会社についてはＪＡ内部のリスク管理態勢と同様の管理を行

うことにより、リスク管理の態勢を構築しています。親会社に当たるＪＡの信用リスク管理の方針及

び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（61ページ）をご参照ください。

　連結自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出して

います。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に当たり使用する

格付等は次のとおりです。

　（ア）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付け

のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。
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②信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び3月以上延滞エクスポージャーの期末残高
（単位：百万円）

項　目

前　年　度 本　年　度

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

３月以上延滞
エクスポー
ジャー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

３月以上延滞
エクスポー
ジャーうち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券

法
　
　
　
人

農業 96 96 − − 88 88 − −

林業 − − − − − − − −

水産業 − − − − − − − −

製造業 0 0 − − 10 10 − −

鉱業 − − − − − − − −

建設・不動産業 3,193 3,193 − 10 1,418 1,418 − −

電気・ガス・熱
供給・水道業

472 23 448 − 271 23 248 −

運輸・通信業 315 14 300 − 328 27 300 −

金融・保険業 150,946 5,642 4,609 − 160,132 5,642 3,005 −

卸売・小売・飲
食・サービス業

444 243 201 0 310 209 100 −

日本国政府・地
方公共団体

12,312 1,854 10,458 − 12,241 1,637 10,603 −

上記以外 0 − − 0 3 2 − 0

個　人 36,329 36,173 − 90 36,989 36,843 − 108

その他 10,734 − − 0 10,888 − − −

業種別残高計 214,846 47,241 16,019 101 222,682 45,903 14,259 108

１年以下 145,879 2,110 3,063 154,483 623 2,364

１年超３年以下 6,731 1,247 5,484 5,650 922 4,728

３年超５年以下 3,256 1,146 2,109 2,748 1,264 1,484

５年超７年以下 4,109 2,125 1,983 3,594 1,792 1,802

７年超10年以下 6,370 3,193 3,176 5,997 2,922 3,074

10年超 37,251 37,032 200 38,501 37,683 804

期限の定めのないもの 11,249 383 − 11,705 695 −

残存期間別残高計 214,849 47,241 16,019 222,682 45,903 14,259

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．「３月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。
３．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。
４．当グループには、国外のエクスポージャーがないため、地域別の区分は省略しています。
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③貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
（単位：百万円）

区　分

前　年　度 本　年　度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高
目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 168 162 − 168 162 162 150 − 162 150

個別貸倒引当金 148 150 0 148 150 150 156 0 149 156

④業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額
（単位：百万円）

区　分

前　年　度 本　年　度

個別貸倒引当金

貸出金償却

個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 期中増加額

期中減少額
期末残高 期首残高 期中増加額

期中減少額
期末残高

目的使用 その他 目的使用 その他

法
　
　
　
人

農業 − − − − − − − − − − − −

林業 − − − − − − − − − − − −

水産業 − − − − − − − − − − − −

製造業 − − − − − − − − − − − −

鉱業 − − − − − − − − − − − −

建設・不
動産業 14 14 − 14 14 − 14 14 − 14 14 −

電気・ガス・
熱供給・水

道業
− − − − − − − − − − − −

運輸・通信業 − − − − − − − − − − − −

金融・保険業 − − − − − − − − − − − −

卸売・小売・
飲食・サー

ビス業
− − − − − − − − − − − −

日本国政府・
地方公共団体 − − − − − − − − − − − −

上記以外 − − − − − − − − − − − −

個　人 134 135 0 134 135 − 135 142 0 135 142 −

業種別計 148 150 0 148 150 − 150 156 0 148 156 −

（注）当グループには、国外のエクスポージャーがないため、地域別の区分は省略しています。

⑤信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額
（単位：百万円）

区　分
前　年　度 本　年　度

格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減 

効
果
勘
案
後
残
高

リスク･ウエイト０％ − 12,879 12,879 − 12,800 12,800

リスク･ウエイト10％ − 7,632 7,632 − 7,754 7,754

リスク･ウエイト20％ − 147,212 147,212 − 154,509 154,509

リスク･ウエイト35％ − 14,416 14,416 − 14,824 14,824

リスク･ウエイト50％ − 212 212 − 128 128

リスク･ウエイト75％ − 2,129 2,129 − 2,422 2,422

リスク･ウエイト100％ − 30,345 30,345 − 30,201 30,201

リスク･ウエイト150％ − 21 21 − 42 42

その他 − − − − − −

自己資本控除額 − − − − − −

合　計 − 214,849 214,849 − 222,683 222,683

（注）１．｢格付あり｣ にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣ にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用
していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

２．自己資本控除額には、非同時決済取引に係る控除額、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額があります。
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前　年　度

適格金融資産担保 保　　証 適格金融資産担保 保　　証

本　年　度

－

－

－

－

74

72

－

－

－

－

132

279

－

200

1,581

－

－

3

－

－

－

－

－

1,785

－

－

－

－

30

113

－

－

－

－

120

263

－

200

－

－

－

10

－

－

－

－

－

210

区　　分

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関向け及び

第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

3月以上延滞等

証券化

上記以外

合　計

（単位：百万円）

（注）1．「エクスポージャー」の区分は告示の項目に沿い表示しています。
2．「３月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け

及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
3．「上記以外」には、現金、中小企業等及び個人向け貸出金のうち小口分散基準に該当しない貸出金、その他の資産（固定資産等）が含まれます。

②信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（４）信用リスク削減手法に関する事項
①信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　連結自己資本比率の算出にあって、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」において定め

ています。信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続と同

様に行っています。ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（64

ページ）をご参照ください。

（５）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当する取引はありません。

（６）証券化エクスポージャーに関する事項
　該当する取引はありません。

（７）オペレーショナル・リスクに関する事項
　連結グループにかかるオペレーショナル・リスクに関するリスク管理について、子会社はＪＡのリ

スク管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。ＪＡのオペレーショナル・リスクの管理

の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（16ページ）をご参照ください。

（８）出資等エクスポージャーに関する事項
①出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　連結グループにかかる出資等エクスポージャーに関するリスク管理について、子会社はＪＡのリス

ク管理及びその手続と同様のリスク管理を行っています。
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前　年　度

適格金融資産担保 保　　証 適格金融資産担保 保　　証

本　年　度

－

－

－

－

74

72

－

－

－

－

132

279

－

200

1,581

－

－

3

－

－

－

－

－

1,785

－

－

－

－

30

113

－

－

－

－

120

263

－

200

－

－

－

10

－

－

－

－

－

210

区　　分

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関向け及び

第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

3月以上延滞等

証券化

上記以外

合　計

（単位：百万円）

（注）1．「エクスポージャー」の区分は告示の項目に沿い表示しています。
2．「３月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け

及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
3．「上記以外」には、現金、中小企業等及び個人向け貸出金のうち小口分散基準に該当しない貸出金、その他の資産（固定資産等）が含まれます。

②信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（４）信用リスク削減手法に関する事項
①信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　連結自己資本比率の算出にあって、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」において定め

ています。信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続と同

様に行っています。ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（64

ページ）をご参照ください。

（５）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当する取引はありません。

（６）証券化エクスポージャーに関する事項
　該当する取引はありません。

（７）オペレーショナル・リスクに関する事項
　連結グループにかかるオペレーショナル・リスクに関するリスク管理について、子会社はＪＡのリ

スク管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。ＪＡのオペレーショナル・リスクの管理

の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（16ページ）をご参照ください。

（８）出資等エクスポージャーに関する事項
①出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　連結グループにかかる出資等エクスポージャーに関するリスク管理について、子会社はＪＡのリス

ク管理及びその手続と同様のリスク管理を行っています。

②出資等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価

前　年　度 本　年　度

貸借対照表計上額

－

6,491

6,491

時価評価額

－

6,491

6,491

貸借対照表計上額

－

6,605

6,605

時価評価額

－

6,605

6,605

区　分

上 場

非 上 場

合 計

（単位：百万円）

前　年　度 本　年　度

評価益

－

評価損

－

評価益

－

評価損

－

前　年　度 本　年　度

評価益

－

評価損

－

評価益

－

評価損

－

（単位：百万円）

（単位：百万円）

前　年　度 本　年　度

売却損

－

売却益

－

償却額

－

売却損

－

売却益

－

償却額

－

（単位：百万円）

⑤連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）

④連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有
価証券としている株式・出資の評価損益等）

③出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

（９）金利リスクに関する事項
①金利リスクの算定方法の概要
　連結グループの金利リスクの算定方法は、JAの金利リスクの算定方法と同様の方法により行ってい

ます。

前　年　度項　　　目 本　年　度

460564金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（単位：百万円）
②金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。
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〔代表者確認書〕

　私は、2013年３月１日から2014年２月28日までの事業年度にかかるディスクロージャー誌に記

載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点において適正に表示されていることを確

認いたしました。

　当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有効に機能してい

ることを確認いたしました。

①業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制

②業務の実施部署から独立した監査室（内部監査部署）が内部管理体制の適切性･有効性を検証

し、重要な事項については理事会等に適切に報告する体制

③重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議･報告する体制

2014年5月20日

　秦野市農業協同組合
代表理事組合長

（注）財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、注記表、剰余金処分計算書、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結注記表、連結剰余金計算書を指しています。




